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１．はじめに＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 
有効な環境対策を検討するためには、現実の交通行動

を高精度で予測できるモデル開発が不可欠である。例え

ば環境対策として居住地域のコンパクト化、もしくは分

散化を予測するには土地利用の将来予測が必要であるが、

それを詳細に予測することを試みる応用都市経済モデル
１）などでは家計、企業の経済活動と交通が連成され、

交通シナリオが将来の土地利用を大きく変化させること

を、シミュレーションを通じて観察することができる。 
そこで本研究では、人の流れの解析のための統合デー

タベース環境及びおよび今回新たに利用可能となった最

新のプローブカーデータを利用して、交通行動者が出発

地から目的地まで到達するときに、最短距離や所用コス

トに基づいてどのように経路を選択しているかを、特に

渋滞時間帯の渋滞迂回行動に注目して分析する。 

 
２．利用するデータとその性質 

 

本分析では、次の二つのデータを用いた。一つは人

の流れの解析のための統合データベース環境である東京

大学空間情報科学研究センター「人の流れプロジェク

ト」データベースであり、もうひとつはカーナビゲーシ

ョンシステムから採集されたプローブデータである。前

者は東京都市圏他のパーソントリップ調査を包含するデ

ータベースであり、非常に多くのサンプルから構築され

ている。一方で、情報ソースはアンケート形式であるた

めに詳細な行動履歴まではとることができない。他方、

後者はサンプル数がまだ少なく、さらにはデータサーバ

ーとの通信が発生する比較的新しい型の端末に限られて

おり、その利用者属性は偏っている。しかし、データの

精度は細かく正確であるため、詳細なモデル化に資する
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データであることが期待できる。 

 

３．交通手段選択モデル構築において必要な情報 

 

本分析で対象とする交通手段選択モデルは、交通に要

する様々なコストからその手段の効用を算出し、ロジッ

トモデルによって選択確率を算出するものとする２）３）。

このコストには所要時間の機会費用の他、電車利用では

運賃や乗り換えコスト、自動車利用ではガソリン代金、

高速道路利用代金、自動車の保守運用にかかる固定費な

どが考えられる。 

ここで、渋滞が発生した際には、目的地までの最短経

路、もしくは渋滞がない場合の時間最短経路が必ずしも

渋滞発生時の時間最短経路とはなり得ない。他方、費用

最小化を達成するための一番大きな要素は所要時間であ

り、それに高速道路利用代金とガソリン代金が続く。そ

こで本分析では、まず平均時速を移動距離で説明する統

計モデルをプローブデータから構築し、そのパラメータ

の渋滞発生時における変動を観察する。続いて、人の流

れプロジェクトデータベースから構成した直線距離と最

短距離の倍率を用い、プローブデータの選択した経路が

どの程度最短経路から乖離しているか、また、その経路

の渋滞時間帯による変化を考察する。 

 

４．プローブデータの概要 

 

今回利用したプローブデータの概要を以下に示す。 

データ取得対象者はデータが取得可能であったカー

ナビゲーションシステム利用者のうち、横浜市が居住地

であると推測され、かつ2008年よりデータが利用可能な

サンプルとした。人数は334人であり、2008年、2009年

の4,5,8,9月を収録対象としている。元のプローブデー

タはカーナビゲーションシステムの計測距離単位毎に1

レコードが採録される形式のものであるが、今回は10分

以上停車の発生を分割単位として距離、所要時間、発地

及び着地の位置と日時、高速道路利用の有無及びその時

間割合を含むトリップレコードを作成した。なお、位置

は町レベルで丸めている。トリップレコードの距離及び



平均時速の分布をそれぞれ図－１及び図－２に示す。 

まず移動距離のヒストグラムは1kmから10kmの間にピ

ークがあり、多くの自動車トリップがこの範囲で発生し

ていることがわかる。他方、100m未満のトリップも、割

合は少ないものの相当数含まれている。以下の分析では、

これらの短すぎるデータの取り扱いが困難なため、1km

未満のレコードは分析から除外する。 

平均時速のヒストグラムは20km/h強にピークのある分

布である。100km/h前後のものは高速道路利用中に発生

したトリップと考えられる。ここで、0km/hに約7000件

のレコードが集中し、また、0km/hに近い領域にも分布

形状から逸脱するデータが見られるが、これらのデータ

は渋滞中でのレコード発生や駐車中の車の移動など、ト

リップに直接関係のないデータの発生と考えられるため、

以下の分析では平均時速5km/h未満を除外する。 

 

 

図－１ 移動距離の分布 

 

 

図－２ 平均時速の分布 

 

５．分析の方法と結果 

 

（１） 移動距離－平均時速モデルの構築 

移動距離と平均時速は、一般に長距離に成程上昇する

と考えられる。これは、長距離移動では幹線道路や高速

道路の利用率が高まるためである。したがって、高速道

路利用の有無によって平均時速の性質は大きく異なる。

以下ではまず、高速道路利用のモデルを構築し、続いて

利用の有無に対する平均時速のモデル化を試みる。 

ここで、高速道路利用割合を、各トリップにおける全

所要時間に対する高速道路利用時間の割合と定義する。

すると、所要距離が10kmを超えるまではほぼ利用割合が

0であるが、10kmを超える付近から利用率の高いトリッ

プが多く発生しはじめ、100kmを超えた付近ではほとん

どのトリップで高速道路の利用が見られるようになる

（図－３）。そこで、距離の自然対数を高速道路利用の

インセンティブと考えた次式に示す二項ロジットモデル

を構築する。 
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ここで、Lは移動距離、Pr(L)は高速道路利用割合、λは

感度係数、cは対立選択肢の効用を示す。パラメータ推

定は両辺を対数変換した上で、最小二乗法によって行う。

なお、割合が0または1となるサンプルについては推定対

象から除外する。ここで、割合が0とは高速道路を全く

利用しなかったレコードであり、割合が1とは高速道路

を走行中に発生した駐停車が検知されているものである。 

 

 

図－３ 移動距離－高速道路利用割合の散布図 
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図－４ 二項ロジットを用いた高速道路利用モデル 

 



移動距離の対数、定数項に関するパラメータはそれじ

れλ=1.535、c=11.49となり、いずれも1%水準で統計的

に有意となった。調整済みR2は0.125と高い値とはなら

なかったが、これは高速道路利用の意思決定の分散が大

きいことの影響と考えられ、平均値へのあてはまりは図

－４に示すとおり良いものとなった。 

平均時速についても高速道路利用割合と同様に移動

距離によって説明することを試みる。但し、ここではケ

ースを{月～金, 土日}、｛ピーク, オフピーク｝及び

{高速利用有,無}とし、それぞれについて回帰分析を行

う。これは、高速道路利用の有無が所用距離と交互作用

を持って平均時速に影響を与えるためである。ここで、

ピーク時は7,8時台及び17,18時台、オフピーク時はそれ

以外と定義した。 

被説明変数はトリップ平均時速とし、これをln(移動

距離)及び移動方向に関する四つのダミー変数{地方間、

都市向き、地方向き、都市間}による回帰式で説明する

ことを試みた。なお、移動距離は強制投入、移動方向ダ

ミーはステップワイズ法によって選択投入したが、4つ

のダミー変数における一つの自由度を除いて3つがすべ

て有意に投入されたため、都心間を定数として残りの3

つのダミー変数を投入した。 

表－１及び表－２に分析結果を示す。なお、全ての説

明変数は5%水準で有意であった。 

まず表－１より、高速道路利用の有無によってln(移

動距離)の係数が大きく異なることに注意する。これは、

高速道路利用有りの方が距離に対する速度上昇率が大き

いことを示す。他方、高速道路利用無しについてはその

ような質的変化要因は無いものの、距離に対する正の係

数が求められており、これは幹線道路の利用率上昇等が

要因と考えられる。曜日及びピークとオフピークについ

ては、平日のピーク時で距離の係数がわずかに小さくな

っており、移動距離が伸びてもあまり速度が上がらない

状態が発生している（図－５）。休日ではほとんど変化

がない。 

表－２には方向に関するダミー変数の効果を記した

が、都市間トリップについては0に標準化した。よって、

表－１の数値は都市間トリップの式であり、地方から都

市、都市から地方及び地方間の平均速度はそれぞれ表－

２の値を足せばよい。 

表－２を見ると、平日についてはどれもおよそ6.5～

8.5程度の上昇となっており、都市部に比べて地方や地

方との往復が速いことが示されている。但し、都心向き

トリップは比較的遅い。また、高速道路の利用があった

場合は、より速度が上昇する地方間トリップに比べ、都

心との往復は比較的遅くなり、平日ピーク時には都心間

トリップよりも遅くなる傾向が見られる。この原因とし

ては、高速道路利用時の渋滞が考えられる。 

 

表－１ R2と回帰係数 

ケース 調整済

みR2 

定数 ln(移動距

離)の係数 

高速無,月-金,オフ 0.425 -20.01 5.011

高速無,月-金,ピーク 0.404 -14.15 4.055

高速無,土日,オフ 0.430 -22.80 5.182

高速無,土日,ピーク 0.432 -20.26 4.743

高速有,月-金,オフ 0.362 -85.34 13.006

高速有,月-金,ピーク 0.320 -90.15 13.554

高速有,土日,オフ 0.343 -82.82 12.707

高速有,土日,ピーク 0.351 -77.81 11.947

 

表－２ ダミー変数の回帰係数 

ケース 地方間 都心向

き 

地方向

き 

高速無,月-金,オフ 6.470 6.857 8.698

高速無,月-金,ピーク 6.598 6.525 6.563

高速無,土日,オフ 7.155 7.012 8.156

高速無,土日,ピーク 7.646 5.507 8.280

高速有,月-金,オフ 12.717 1.415 3.300

高速有,月-金,ピーク 7.341 -6.818 -2.670

高速有,土日,オフ 13.514 2.530 5.092

高速有,土日,ピーク 15.937 -0.998 7.916
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図－５ 例：高速無し、平日の距離-平均時速の関係 

 

（２） 選択経路の最短からの乖離とその時間変化 

発地着地間の最短経路は、人の流れプロジェクトデ

ータベースより算出した首都圏市区町村間の最短経路に

ついて全体平均を取ると直線距離の1.178倍となる。た

だし、都心間、地方間、及び都市から地方へのそれぞれ

の方向に対してこの値は異なり、都心間では1.160倍、

地方間では1.220倍、地方－都市間では1.176倍となった。

ここで、都心は東京都千代田区を中心とした半径50kmの

範囲とし、それ以外を地方とした。都心間トリップとは

その50km圏内を発着するトリップであり、都心向き、地

方向きはそれぞれ50km圏外から圏内へ、圏内から圏外へ

と進行するトリップを指すものとする。 

一方、プローブデータは実際に移動した経路を算出



しているため、最短経路と等しいか、もしくは若干長く

なることが予想される。さらに、渋滞の有無によって経

路選択に係る意思決定時のパラメータを変更していると

すれば、ピーク時とオフピーク時で倍率の平均値に有意

な差が発生すると考えられる。そこで表－３では{月-金,

 土日}×方向{地方間, 都心向き, 地方向き, 都心間の8

ケースについて、ピークとオフピークの平均値の算出及

びその差の検定を実施した。網掛けは5%有意水準で帰無

仮説を棄却できなかったケースである。 

 

表－３ 移動距離/直線距離の平均とt検定 

方向 平休 オフ ピーク p値
地方間 月-金 1.540 1.457 0.00
地方間 土日 1.591 1.572 0.74
都心向き 月-金 1.340 1.394 0.03
都心向き 土日 1.374 1.414 0.22
地方向き 月-金 1.354 1.372 0.45
地方向き 土日 1.353 1.284 0.01
都心間 月-金 1.489 1.329 0.00
都心間 土日 1.567 1.519 0.37  

 

まず、プローブデータから算出された移動距離の直

線距離からの倍率は最短経路の倍率よりも大きいことが

わかる。最小でも1.28、最大では1.59倍まで発生してお

り、方向、平日/休日の別及び時間帯で倍率が異なるこ

とがわかる。 

次に、ピークとオフピークの平均値の差が無いとす

る帰無仮説が棄却されるケース（p値が5%以下）を見る。

このケースは地方向きのケースを除いて月-金であり、

さらにその場合のピークとオフピークの差は、地方間及

び都心間ではピーク時の方が小さいが、都心向きの場合

はピーク時の方が大きい。このことは、通勤の際に多く

発生すると考えられる地方間及び都心間のトリップにお

いては平日ピーク時により最短経路に近い経路を選択し

ていることを表し、特に回避行動は取っていないと考え

られる。一方で所要時間は平日ピーク時の方が長いため、

平日ピーク時の通勤には、厳選されたより短い経路を、

比較的長い時間をかけて移動していることがわかる。 

他方、都心向き平日の場合はピーク時の倍率が高く、

都市部に侵入する際には渋滞している道路を避けている

可能性がある。 

最後に、地方向きでは平日ではなく休日にピークと

オフピークで差が発生しており、オフピーク時の方が移

動距離が長いが、これはピーク時/オフピーク時の時間

設定に依存している可能性がある。 

 

（３）モデル化のまとめ 

以上で構築したモデルをすべて合わせると、発着地

と時間帯（ピーク/オフピーク）、平日/休日の別に対し

て、移動距離、所要時間、高速道路利用の時間割合及び

距離割合を算出することができる。その結果、自動車利

用のコスト構造に方向、時間帯、平日/休日を導入する

ことができ、公共交通のコスト構造と合わせれば空間・

時間詳細な交通手段選択モデルを構築することが可能と

なる。 
 

６．おわりに 

 

本分析では、カーナビゲーションシステムから採集さ

れるプローブデータ及び人の流れプロジェクトデータベ

ースを用いて、交通行動モデルの詳細化、特に渋滞発生

可能性に対する経路選択行動を考慮したモデル化を試み

た。 

一方で、今回利用したプローブデータのサンプル偏り

や精度において、まだ検討すべき事柄が多く残されてい

ることも課題として挙げられる。特に今回の分析におい

て提示された各種パラメータは偏りのあるサンプルから

取得されたものであり、本パラメータがそのまま一般の

自動車利用モデルに拡張されるわけではないことを注記

する。 

また、高速道路利用モデルについて、従来法である高

速転換率内生化モデル等との整合性についても議論すべ

きであったが、未検討である。 

現状では、カーナビゲーションシステムの普及は進ん

でいるが、そこからのデータ取得が十分ではない。しか

し、高度なカーナビゲーションシステムの普及に伴い、

今後は利用可能なプローブデータはますます増加してい

くと考えられ、より一般化、大規模化することが期待さ

れる。 
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